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ベトナムのＥＭＳ会社の出資持分取得（子会社化）に関するお知らせ 

 
当社は、2019年９月３日開催の取締役会において、ベトナムのＥＭＳ会社である Towada Electronics 

Vietnam Co., Ltd.（以下、十和田ベトナム社）の出資持分を一部取得し、子会社化することを決

議いたしましたので、お知らせいたします。 

 
記 

 

１．出資持分取得の理由及び目的 

当社グループが属する電子部品業界では、自動車の部品電装化、５Ｇ通信及びＩｏＴ化が進んで

おり、リジット基板、フレキシブル基板及びＥＭＳの需要が拡大する見込みであります。また、市場

の益々のグローバル化に伴い、顧客の要求も高度化且つ多様化しております。 

これらの市場の変化に対し、当社グループにおいても2007年にオフショア開発の拠点としてベト

ナム・ハノイ市に子会社「Meiko Electronics Vietnam Co., Ltd.」を設立し、当社グループの生

産販売体制の強化に取り組んでまいりました。十和田ベトナム社は、日本企業である十和田グルー

プのベトナム現地法人として、電子機器の受託生産に関するＥＭＳ事業を中心に行っており、豊富な

実績と知見を有しております。今回、当社が 60％出資持分取得により同社を子会社化し、双方の

経営基盤（関連会社含む）を有効に活用し、双方の事業の発展のために協力して事業を行っていくこ

とといたしました。 

当社グループは基板設計・生産から組み立てまでの一貫供給体制及び、ベトナム・ハノイ市で

の量産体制をより強固なものとし、地域No.1のキャパシティと技術を持つ日系ＥＭＳメーカーとな

ることで、日系のみならず外資系顧客をも含めた受注の拡大を目指してまいります。 

新商号（予定）：「Meiko Towada Vietnam Co., Ltd.」  

      

 



２．異動する子会社の概要 

（１）名称 Towada Electronics Vietnam Co., Ltd. 

（２）所在地 ハイズオン省 カムザン県 

フックディエン工業団地内（ベトナム北部） 

（３）代表者の役職・氏名 General Director 加來 俊介 

（４）事業内容 電子部品の実装、組立、販売 

（５）資本金 21百万米ドル（2,281百万円） 

（６）設立年月日 2005年12月９日 

（７）大株主及び持株比率 香港十和田電子有限公司 100％ 

（８）当社と当該会社との間の関係 資本関係、取引関係及び人的関係はありません 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2017年３月期 2018年３月期 2019年３月期 

純資産（百万円） 521 557 567 

総資産（百万円） 2,382 2,462 3,765 

売上高（百万円） 4,341 4,397 5,793 

経常利益（百万円） 36 38 12 

親会社株主に帰属する当 

期純利益（百万円） 

86 36 10 

※当該会社の最近 3 年間の経営成績及び財政状態の日本円への換算は、2019 年７月 31日現在 

の為替レート（1 米ドル=108.62 円）にて行っております。 

 
３．共同出資者の概要 

（１）名称 株式会社 ＴＥＭＳホールディングス 

（２）所在地 東京都品川区東五反田 1-6-3 

いちご東五反田ビル３階 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 蒲生 雅一 

（４）事業内容 純粋持株会社 

（５）資本金 10百万円 

（６）設立年月日 2018年12月３日 

（７）大株主及び持株比率 株式会社Ｌ＆Ｈ 100％ 

（８）当社と当該会社との間の関係 資本関係、取引関係及び人的関係はありません 

（９）純資産 1,623百万円 

（10）総資産 7,489百万円 

 

４．取得持分、取得価額及び取得前後の所有持分の状況 

（１）異動前の所有持分比率 0.0％ 

（２）取得持分比率 60.0％ 

（３）取得価額（概算） 800百万円 

（４）異動後の所有持分比率 60.0％ 



５．日程 

（１） 取締役会決議日 2019年９月 ３ 日 

（２） 契約締結日 2019年９月 ３ 日 

（３） 持分譲渡実行日 2019年 10月（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件が当期の業績に与える影響は軽微なものと見込んでおりますが、中長期的に当社の業績向上に

資するものであると考えております。今後、適時開示の必要が生じた場合には、速やかに開示いたし

ます。 

 

 

以上 

 


